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は じめに

研究の目的

子どもは親またはその家庭のもとで大切にされ育つのが自然である。社会的養護におい

ては、一般的には施設養護よりも家庭的養護がより望ましいものとされ、里親制度は、家

庭環境を奪われた子どもたちに家庭的養護を提供する重要な役割を担つている。

しかし、現在の里親制度は危機に陥つている。それは、里親の数の減少や里親制度の認

知が低いこと、研究の遅滞などが顕著に表している。また、実際に里親が子どもを養育す

る上での制度的課題も多い。欧米諸国では里親養育が一般的なのに対し、日本では里親養

育が 1割、施設養護が 9割で、いまだに施設養護に偏重しているのが現状である。津崎は、

低劣な施設最低基準と施設養護の偏重というあり方について、「提供者側の権益・都合が

圧倒的に子どものニーズに優先されてきたわけである。」①と批判している。

そうした中、2009年改正児童福祉法の成立により、小規模住居型児童養育事業、いわゆ

るファミリーホーム (以下、FH)が事業化された。FHは、地域社会において特定の養育者

が5～ 6人の子どもを養育する新たな家庭的養護の形態である。FHは、「子ども0子育て

ビジョン」 (厚生労働省 2010)では 2014年度までの日標数値が 140か所とされ、また、

すでにそれに迫る勢いで開設されており、里親、施設に続く第二の社会的養護の位置を獲

得していく可能性をもつていると考えた。

本稿は、子どもにとつて最も有益な養護形態は何か、というような内容を論じるもので

はない。多様な子どものニーズの充足のためには、選択肢としてより多様な養護の形態が

整備され、それぞれが有する意義や役割を明確にしたうえで、相互に連携することが必要

である。しかし、FHについての先行研究はまだ少ないため、その意義や役割について十分

な研究が成されているとは言い難い。先行研究から、FHが里親制度の補完的な役割を果た



すことは認められるが、多くは「施設と里親の中間的な形態」など曖味な表現にとどまつ

ていることが多いのが現状である。しかしFHは、こうした里親の補完的な役割にとどまら

ず、社会的養護において独自の意義を有するのではないだろうかと考えた。

FHに どのような子どもを委託するかは、措置権を有する各自治体の児童相談所に任され

ることとなるが、FHの設置に慎重な自治体など、設置数には地域格差がみられる。今後、

FHが家庭的養護の担い手として普及するためには、施設養護や里親制度に準じた制度とい

う枠にとどまらず、その意義が明確にされる必要がある。

以上のことを踏まえて本稿では、新たな養護形態であるFHが、子どもの社会的養護にお

いてどのような意義をもつのか、またその課題は何か、ということを明らかにすることを

目的とする。

研究方法

本稿では資料分析と文献研究を行う。研究の対象として、わが国の FHの起源と考えられ

る神戸・大阪市の家庭養護寮や、自治体独自の里親型グループホーム (以下、里親型 GH)

の実践を振り返ることとする。養護形態としてのモデルであるこれらの実践を振り返るこ

とは、まだ実践の浅い FHの意義や課題を考察する上で有益と考えたからである。

したがつて本稿では、家庭養護寮、里親型 GHの実践を通して、FHの意義や課題につい

ての考察を行うこととする。

I.家庭養護寮の実践

1.家庭養護寮とは

(1)事業内容

FHの起源として、神戸市の家庭養護寮制度に行き着くことができる。家庭養護寮とは、

育児の専門的知識や技術をもつた夫婦の家庭に、3人から5人の子どもを委託し、ある程

度の手当を夫婦に支給するという②制度である。児童相談所から里親委託の形で子どもを

措置され、養育を行つた。当初は「小寮舎里親家庭」といわれ、1961年の運営要綱改正の

際に、その名称も家庭養護寮に統一された。

家庭養護寮では、長期保護を必要とする子ども (養子には不適格、または縁組の同意が

得られないなど)の健全な育成と社会化を図るため、一般地域社会の中の住宅において、



家庭的な雰囲気の中で育てることを目的としていた。また、寮母は、保母またはそれ以上

の資格を有する家庭の主婦が望ましく、子どもの養育に専任でき、夫は別に職業をもつて

いること、という条件があつた。

(2)家庭養護寮の背景

家庭養護寮制度は、檜前神戸市民生局長の着想により、1960年に神戸市で発足され、翌

1961年 には大阪市でも実施された。この背景には、1958年の第 9回国際社会事業会議、そ

してホスピタリズム論争や欧米のグループホーム化の影響がある。

ホスピタリズム論争とは、施設入所児童にホスピタリズムの傾向がみられるという指摘

から、児童養護施設や乳児院関係者の中で活発に議論された論争である。わが国において

は、このホスピタリズム論争により、従来の施設養護という社会的養護のあり方を批判的

に検討する機会となり、ホスピタリズムの克服に向けて、施設の家庭化や小規模化など新

たな視点が取り入れられるようになつた。

また、家庭養護寮は 1949年頃の米国におけるgroup foster home傷 砺壁が養育者の所有

で妻が機関より手当を受けているもの)の影響を得たものといわれる。 ()この他にも、

group hollle(社会適応を目的とした 12人から 18人程度の非行傾向の子どもが対象)、

professional foster home(情 緒の治療が必要な 2人から3人の子どもが対象)などがあ

り、これらのホームの特徴は、地域社会の中で養育を行 うことにより、子どもができる限

り正常な社会生活を営み、また、機関の指導によつて専門的な養護指導が受けられること、

さらには施設と地域社会との中間に位置し、アフターケアの役割など子どもが社会で自立

するのをサポー トすることなどであつた。

(3)家庭養護寮の動向

1961年には、神戸市と大阪市に事務局を置く「家庭養護寮促進協会」 (現在の家庭養護

促進協会)が設置された。家庭養護促進協会は、家庭養護寮制度の促進を目的として設立

され、里親家庭の調整・推薦や、「愛の手運動」 (里親を求めている子どもを新聞・ラジ

オで紹介する里親開拓)な ど、里親支援の役割を担つた。家庭養護寮促進協会設立の背景

には、家庭養護寮が里親制度の上に成り立つものである以上、両者は並行して発展してい

かなければならないという考え方があつた。

最初の 10年間で開拓、認定された家庭養護寮は、神戸市で 16家庭、大阪市で 4家庭、



委託児童数は、神戸市で 115人、大阪市で 20人にとどまり③、わが国最初のグループホー

ムの試みも理論的・実践的普遍化ができないまま、住宅問題、寮父母の老齢化などの課題

を抱え、徐々に衰退の道をたどつていった。家庭養護寮がわが国におけるFHの先駆的実践

であったにも関わらず、養護形態として普及することがなかつた要因については、家庭養

護促進協会は「活動の時期が早かつた」④としている。

神戸市では、1991年 に兵庫県が「家庭養護里親手当」として里子 1名 について 1万円を

加算することにしたのに応じて、1992年に神戸市も同じ制度を導入したことにより、家庭

養護寮も事実上終了したことになつている。大阪市では制度改正を行いながらも、FHの制

度化まで家庭養護寮の実践は続いた。なお、こうした関西の動向とは反対に、家庭養護寮

制度化の 20年後、関東では新しい養護形態として東京都や横浜市において GHの実践が行

われることとなる。

2.家庭養護寮の意義

(1)里親の職業化

1960年の家庭養護寮 (小寮舎里親家庭)運営要綱では、家庭養護寮制度化の意義につい

て「そこで里親制度をひろめ、その新らしい分野を開拓する試みとして、里親と養護施設

との中間的な機能もつ家庭寮を推進しようとするもの」としたのに対し、翌 1961年の運営

要綱改正では、その部分が「要保護児童の家庭養護という社会的機能に主眼をおく里親制

度を広めるために、家庭養護寮を推進しようとするもの」と改められた。

この、家庭養護寮の根本の部分といえる「中間的な機能」について、小笠原は「児童の

養護が、一般地域社会の正常な家庭基盤の上で、小集団においてなされ、養護の方法にお

いて専門性をもつている」(5)こ とだとしている。つまり「中間的」とは、家庭的環境を基

盤とした専門的な養育を指し、これが家庭養護寮の意義といえる部分であつた。

また、岡村は家庭養護寮の意義について、「普通の家庭において個別的保護を与えると

いう里親制度の長所を生かしながらも、無料奉仕に甘えるという前近代性を取り除き、そ

の代わりある程度の報酬を条件として、育児の専門的技術と住宅条件を要求するという近

代的な合理性を備えている」⑥と述べている。里親制度がボランティアとして行われてい

るという現状に対し、「里親の職業化」つまり、合理的な契約体制に基づく責任体制の中

で、養育の専門性や養育環境の向上を図るという意義があつたのである。
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(2)里親制度の普及

さらに家庭養護寮の運営要綱からは、家庭養護寮においても里親制度をひろめることを

その目的の一つとしていたこともわかる。無料奉仕に近い当時の里規制度に対し、里親の

養育に対してある程度の報酬を支払う有料里規制度を示すことで、養子縁組の代替物であ

る偏向を清算していく役割を担っていたのである。

当時、里親制度は養子縁組の代替物、つまり、養子縁組が可能な子がまず里親委託され

ることが多く、養子には行けないが個別的な養育が必要という子どもが多かつた。家庭養

護寮は、こうした当時の状況に対応する全く新しい制度であつた。

実際に家庭養護寮促進協会の取り組みも、家庭養護寮そのものを増やすことよりも、一

般の里親家庭を増やすことに主眼がおかれるようになる。家庭養護寮が停滞するようにな

るとよリー層そうした傾向がみられたが、一方で、里親家庭で経験を積み、将来的に家庭

養護寮を目指すことも期待されていた。

また、松本は、1980年代の大阪市における高年齢児の里親委託の増加について、大阪市

児童相談所と家庭養護促進協会の協働を評価している。
“
)里親委託の中心は乳幼児であり

ながらも、大阪市では児童相談所と家庭養護 (寮)促進協会の協力関係の下、高年齢児や

障害児の委託が可能な専門里親を養成し、支援し得るまでになっている。家庭養護寮の促

進を目的とした家庭養護 (寮)促進協会は、現在も里親制度の普及に貢献している。

Ⅱ.里親型 GHの実践

1.里親型 GHと は

(1)事業内容

1980年代以降、いくつかの自治体において独自に里親によるグループホーム (以下、GH)

を制度として導入する動きがみられるようになった。自治体によって違いはあったが、そ

れらは概ね「里親ファミリーホーム」や「ファミリーグループホーム」などの名称で「里

親の中で希望する人に 6名程度の子どもを委託する」制度であった。なお、本稿では小規

模住居型児童養育事業 (FH)と の混同を避けるために、これらを里親型 GHと いう名称で統

一する。里親型 GHについての全国調査は少なく、小山らによるもの③⑨や、里親ファミリ

ーホーム全国連絡会によるもの。の。。などが主なものとなる。



1つの里親型 GHの平均委託児童数は 4。 3人であり、また、養育を行なう里親については、

団塊の世代を中心にした中高年の夫婦が、専門機関の支援を仰ぎながら、非虐待体験や発

達障害を有している子どもの養育をしているという傾向があつた。

里親型 GH制度は 2005年の時点では、東京都 (1982年導入)、 横浜市 (1983年)、 北海

道 (1989年)、 川崎市 (1989年)、 茨城県 (2002年)、 群馬県 (2002年)、 千葉県 (2003

年)、 官城県 (2005年)、 福岡市 (2005年)、 の 9つの政令市・都道府県で導入されてい

た。どの自治体も概ね同様に、要保護児童にできるだけ家庭的養護を提供することを目的

として、制度の導入を行なつている。また、いずれの導入自治体でも里親委託率は全国平

均を超えていた。(1"

(2)横掘ホームの実践

里親型 GH、 そして現在の FHのモデルとして、群馬県の横堀ホームが挙げられる。横堀

ホームは、児童養護施設の職員であつた横堀夫妻が、家庭的養護の実践を目指し1982年に

開設した GHである。当時はまだ国としては養護児童対象の GHは制度化されておらず、群

馬県においても制度はなかつたため、横堀夫妻は里親登録を行ない、里親として GHの実践

に入るという形式をとつた。

横堀ホームでは、児童養護施設からの措置変更を必要とした子どもや、家庭や地域から

の要望で同居することとなった子ども、障害をもつ子どもなどの委託を受けて養育してき

た。また、子どもだけにとどまらず、18歳以上の障害をもつ人、ホームレス、身寄りのな

い高齢者などの受け入れも行なっている。認可施設でないという柔軟性・即応性を活かし

て、当時の施設体系では対応しきれないケースや、相談援助機関で断られたケースなど、

多様なニーズに対応してきた。

横堀ホームでの実践の特徴は、地域の中で、あくまでも地域住民として生活する家であ

つたことである。子どもたちは、横堀夫妻の家族関係を 1つのモデルとして夫婦というも

のを理解し、さらに、近隣住民との付き合いを通じて一般家庭の暮らしぶりを見ることが

できた。また、地域住民から日々 の生活に協力をしてもらうこともできた。 (1め 。→

(3)分園型 GHと の違い

GHは里親型 GHの他に、現在の地域小規模児童養護施設 (以下、地域小規模)と 、児童

養護施設分園型自活訓練事業指定施設を含む分園型 GHと に分けられた。地域小規模は、少
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人数の定員や地域における家庭的な環境での養護といつた特徴から、Fll及び里親型 GHと

同様の機能を有していると考えられる養護形態であり、さらに本体施設とのつながりとい

う点において大きな強みをもつ。

しかし地域小規模は、住み込みの職員を配置するなどしている施設もあるが、原則とし

て養育者は交替制であり、夫婦である必要もない。また、分園型 GHについての調査では、

里親とは異なり従事する職員にとって養育は「仕事」であるということがインタビューか

ら指摘されている。。のこうした意識は、養育に少なからず影響を与えるものと考える。こ

こから、FH及び里親型 GHは小規模のグループホーム形態の中でも、家庭的環境という面

がより強調された形態であることがわかる。

2.里親型 GHの意義

(1)多様な子どもの委託

里親型 GHの養育者は夫婦であることに加えて、元施設職員であることも多く、子どもに

対しては一般の養育里親と比べてかかわりの難しい子どもを養育することができた。また、

里親型 GHのおよそ半数は里親登録をした里親。のであり、養育里親としての力量が認めら

れて多くの子どもを委託されるようになった結果、里親型 GHへ移行したことが考えられる

ことから、同様にかかわりの難しい子どもを養育することができたと考えられる。

さらに、子どもの年齢が比較的高い場合の委託は、凝集性の高い集団である里親家庭に

新しく入るのは難しく、また里親を家族として認識するものが少ないこと。つなど、里親委

託の難しさが指摘されている。しかしGHは里親家庭に比べて、集団の凝集性が低いという

ことが考えられる.GHであれば、高年齢児であつても、比較的容易に集団に入ることがで

きるため、自立支援の面からも里親型 GHの意義は深い。

実際に里親型 GHについての調査でも、かかわりの難しい精神面。行動面で課題を抱える

子どもの委託が多かつたこと、また、子どもの委託時の年齢は幼児から中学生までと幅広

く、高年齢児の委託も行われていたことが明らかにされている。に8)

こうした点から、かかわりの難しい子どもへの個男1の対応や自立への支援という理由か

ら、多様な子どもの委託が可能であることが里親型 GHの意義の一つであった。
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(2)地域住民の協力

里親型 GHの大きな特徴は、横堀ホームの実践からもわかるように、地域との交流が可能

であるということである。児童養護施設から里親型 GHに措置変更になつた子どもの変化に

関する調査では、半数以上の子どもが「地域の子どもとの望ましい交流」について変化し

たと挙げている。α
"多 くのホームで、日ごろからPTAや町内会活動に積極的に参加を行つ

ており、子どもの養育において地域社会とのつながりの意義は深い。

また、里親型 GHでは、多くのホームで家事援助や学習指導などを行 うボランティアを活

用していたことに加えて、子どもの養育に際して半数以上のホームが地域からの手助けを

受けていたことがわかつている。その内容はボランティアの活動内容のように子どもに対

して特男1に時間をとつて行 う手伝いというよりも、「日常生活で子どもと交流 (声かけや

遊び相手)」 「理解と認知をしてもらっている」といつたように、日常生活上での「手助

け」が多い傾向にあり、地域住民がボランティアとは異なる機能を担つていたことが明ら

かにされている。。の子どもの養育は、養育者のみならず地域全体で行 うことが必要であり、

また里親型 GHではそれが可能であつたということがわかる調査内容といえる。

3.里親型 GHの課題

(1)サポー ト体制の未確立

里親型 GHについての調査では、「養育者の過度の負担」と「休息が保障されないこと」

が指摘されており、。1)里規制度とは異なり、レスパイ トに関する規定がなかつたことが課

題であつた。里親型 GHでは、夫婦以外の養育者や補助員の確保が困難なこともあり、休暇、

レスパイ トなど、サポー ト体制の確立が課題であつたと考えられる。

さらに、運営上の課題として、里親型 GHは国としての制度がなかったことから、運営資

金の拡充が問題となった。補助金の対象内容として人件費補助などがあったが、実際には

資金面の事情から、1ホームあたりの養育者数が 2.57人であつたことから。2)も わかるよう

に、養育者を雇用する人件費の不足が課題となった。補助員を雇えないことが養育者への

過度の負担にもつながつたと考えられる。また、多くのホームでボランティアを活用して

いたという実情は、こうした背景からとも考えられる。養育環境の安定のために必要な要

件として、補助員を雇えるような十分な人件費の保障や住宅手当の拡充など、幅広い財政

的支援の充実が求められた。
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(2)子 どもの委託要件

里親型 GHに委託対象となる子どもについて各自治体の運営要綱を比較すると、概ねどの

自治体も「この事業の対象児童は、養護に欠ける児童のうち、その生育歴、性向等から判

断して、グループホームで養育することが望ましいと児童相談所長が判断する児童とする」

の といった内容となっている。実際に里親型 GHへの全国調査でも、子どもの受け入れ基

準はホームごとに異なっている状況が明らかにされている。の対象となる子どもについて

は曖味な表現にとどまつているため、措置権を有する各児童相談所によるケースマネジメ

ントに任されることとなる。

また、認定の取り消しの取り消しについては、概ねどの自治体も「正当な理由がないに

もかかわらず、委託児童数等の実績が著しく不良なとき」け5)と 明記されており、委託の成

功報酬的なかたちであった。東京都のように「委託児童数が 3人以下の期間が 3か月以上

継続したとき」と具体的に明記している自治体もあつた。しかし小山らは里親型 GHの調査

を通して、養育の規模が小さいためにそのときどきの委託されている子どもの状況の影響

を受けやすいことを指摘している。ωのよつて、入所定員については、定員を埋めるために

空きが出たら機械的に委託するのではなく、子どもの状況に応じた弾力的な運用が求めら

れることとなるが、ここでも各児童相談所によるケースマネジメントが重要となる。

なお、里親型 GHについて、児童相談所が連携先として最も多かつたにもかかわらず、支

援体制の不満として児童福祉司の専門性など、児童相談所に関する不満が全体的に強かつ

たことも指摘されている。。つ

Ⅲ。考察

1。 これまでの制度との違い

ここまででは、FHのモデルとなった家庭養護寮、里親型 GHの実践を概観してきた。こ

うしたこれまでの実践から社会的養護において地域での小規模 GH形態による養護の意義

の深さについて確認できたと考える。それらを踏まえて、わが国におけるFHの意義、そし

てこれからの課題を考察していく。

FHと 家庭養護寮及び里親型 GHは、①地域社会の中にある、②民家と変わらない住居、

③家族的集団構成、④養護 。生活内容の自由さ、⑤生活費の独立採算性、⑥多人数養育、

などを共通の特徴とした実際の養育内容から、同様の意義をもつと考えられる。つまり、



家庭養護寮が果たした「里親の職業化」「里親制度の普及」という意義や、里親型 GHが果

たした「多様な子どもの委託」「地域住民の協力」という意義は、養護形態の近似性から

FHにも当てはまるものと考える。

しかし、これまでの GH形態による養護を行なった家庭養護寮や里親型 GHが 自治体独自

の制度であつたのに対し、FHは国の制度による事業であるという点で異なる。つまり、第

二種社会福祉事業に位置づけられる「事業者」であることが、FH独自の意義ではないだろ

うか。

2.FHの意義と課題

(1)FHへの期待

家庭養護寮や里親型 GHな ど里親による小規模グループの養護形態の実践をふり返るこ

とを通して得られた、FHの「家庭的養護を提供する事業者」であるという独自の意義から、

①事業者としての「委託しやすさ」、②事業者としての専門性の向上、③地域社会とのつ

ながりなどの意義を有することがわかる。

①について、FHは事業としての位置付けから、運営と養育に透明性が求められており、

補助員という第二者が養育に加わることも併せて、里規制度と比べより閉鎖性が少ないと

いうことが意義として考えられる。こうした透明性は、実親の理解、不安感の解消にもつ

ながるだろう。こうした事業者としての「委託しやすさ」という意義を活かして、家庭復

帰が見込めない子どもや低年齢児のみならず、実親の同意が困難な子や高年齢児などに対

しても、家庭的養護を拡充していくことが期待される。

②について、FHの事業としての厳密な養育者要件は、里親手当より比較的優遇された予

算と引き換えに子どもの養育に専門性を期待するものと考えられる。里親型 GHにおいて被

虐待体験や発達障害などかかわりの難しい子どもが多かつた現状を踏まえると、FHの養育

者は、家庭的養護であつてもある程度の専門性が求められるのは必至であり、養育の専門

職としての意識が問われる。現在はまだ里親や里親型 GHからの移行が多くを占めるが、施

設職員などによる開設も可能である。そうした子どもの福祉に深い理解のある養育者とい

う点から、かかわりの難しい子どもに対しての専門的な養育の役割や、研修などへの積極

的な参加による専門性の向上が期待できる。

③について、FHは事業であるため、子どもは養育者の扶養には入らずそれぞれが世帯主

となり、さらに多人数養育という点もカロわって、委託された子どもを実子という扱いで地
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域の中で養育すること、つまり「隠す」ことが難しくなった。よって里親や里親型 GHに比

べて地域に対してオープンにならなくてはいけない。地域においての FHの養育は、社会的

養護への理解を地域に拡げていくことにもつながる。Ш 力`地域の中に根付いていく中で、

地域住民に対して、里規制度のみならず社会的養護に関する深い理解をもたらすことが期

待できる。

(2)FHの普及のために

こうした意義と同時に、事業者であることから、①事務的業務の増加へのサポー ト、②

子どもの養育のサポー ト、③ケースマネジメントの重要性などの課題があることがわかる。

①については、FHは事業者としての位置づけから、事務的業務の負担が里親と比較する

と非常に大きい。また、これは家庭養護寮や里親型 GHにはみられなかつた負担である。里

親、里親型 GHからの移行の場合、事務的業務の負担の増加は大きく、膨大な事務量のため

子どもの養育に手が回らない、何をどのように手をつけてよいかわからない、といつた声

も多い。C28)こ ぅした事務負担の大きさに対して、里親と同様、書類整備等の支援体制の

整備に努める必要がある。

②について、現行の FHの制度は事業という面が強調され、養育は養育者に任されサポー

ト体制は不十分な傾向にある。FHでは里親型 GHと 同様に、養育する子どもの人数の増加

から養育者のレスパイ トが重要になるが、里規制度では「里親の一時的な休息のための援

助の実施について」 (2002厚労省)「里親委託ガイ ドライン」 (2011厚労省)な どでレス

パイ トケアの活用について明記されているのに対し、ファミリーホームではレスパイ トに

ついての規定はない。里親型 GHの実践や、家庭養護寮の実践における家庭養護寮促進協会

のサポー トの意義からも示唆が得られるように、FHにおいても、子どもの養育に関しての

サポー ト体制の充実が課題となる。

③について、多人数養育を行うFHへの子どもの委託やサポー トについては、実子や養子

を含めて、養育されている子どもや委託する子どもの状態像、関係性を適切に把握 し調整

することが必要である。多人数養育による子ども同士の育ちあいをFHの意義とする一方で、

そうした相互作用は、養育環境の不安定をもたらす危険性があることは、里親型 GHの調査

からも指摘できる。FHにおける多人数養育の意義と役割が適切に機能するためには、これ

までの実践の中でも述べてきたように、養育者の努力のみならず、措置権を有する児童相

談所のケースマネジメントが課題 となる。



里親とも異なるFHの「事業」という性格は、家庭的養護を提供するものとしてはふさわ

しくないといつた懸念もあり、実際に制度化にあたつては、法人格を持たせることについ

て議論が行われた経過がある。の しかしFHは、子どもからすると事業者であつても家庭

的環境の提供などの実際の養育に里親との違いは少ない。わが国の子どもの社会的養護に

おいて、これまでの養護形態とは異なる事業者としての意義を活用していくことが期待さ

れる一方で、里親制度の発展型として捉え、里親と同様、充実したサポー ト体制の構築に

努めることが課題 となる。

また、FHは里親制度から独立したかたちとなるが、FHでも夫婦によるものであれば実際

の養育はやはり里親養育が基盤であり、共通の課題も多い。家庭養護寮の実践も、里規制

度との関連性についての示唆を含むものであつた。よって、FHが家庭的養護の担い手とし

て拡充していくためには、里親制度と並行して発展していくことが必要と考える。

3。 今後の展望

今後の社会的養護のあり方として、地域にFHが整備され、児童相談所や社会的養護に関

する施設をはじめ、里親も含む地域の多様な社会資源と相互に連携を図り、適切なサポー

トを受けながら、それぞれの意義や機能を十分に発揮し、可能な限り連続性をもつた環境

の中で子どもの養育を行 うことが必要である。地域における社会的養護への理解のもと、

社会全体で子どもの養育を行 うことが求められる。

そのために、まず地域に FHが複数整備されなければならない。現状では、FHの数が増

えているといつても地域差は大きい。政策主体が家庭的養護への認識を改め、大胆な政策

誘導を行い、FHの課題の解消などの方策を講じることが必要である。

また、FHの先駆的実践であつた家庭養護寮がなぜ普及しなかったのかについては、本稿

では明確にはならなかつたが、FHの今後のあり方に示唆を与えるものとなり得るため、今

後明らかにすることが必要であると考える。FHについての研究はまだ少ないが、わが国の

社会的養護において独自の意義をもつ形態という理解のもとに、活発に研究が行われ蓄積

されていくことが期待される。
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